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地域計画の変更に係る協議の場の開催方法等について

地域計画の内容を変更する場合は、地域の農業者等の皆さんによる協議の場を設け、変更内容についてあらかじめ地域の合意形成を図る必要があります。（農業経営基盤強化促進法（以下「法」という。）第18条第１項）
協議の場の開催方法、時期、参集対象者、開催主体等については、変更の時期内容に応じて、市と申出者との間で調整する場合があります。
次のとおり、目安を示しますので参考としてください。

１　協議の場の開催に係る目安
	
	変更内容の概要（事例）
	開催方法
※１
	開催時期等
	備考

	⑴
	目標年度の更新
例) 地域農業のあり方の協議
例) 農地の利活用の方向性の協議
	原則対面
	おおむね５年ごと
※２
	

	⑵
	地域農業の将来のあり方の見直し
例) 大規模農業法人の新規参入
例) 輸出作物の導入、有機農業の導入
例) ほ場整備に係る合意形成
例) 地域の農地の大規模開発
	原則対面
※３
	随時
（変更前の協議が必要）
	

	⑶
	農地利用の将来像の更新
例）担い手等による将来の耕作農地の大規模追加
例）営農組合へのまとまった農地の農作業委託
例）認定農業者の耕作地の計画的な団地化
	対面又は書面
	随時
（変更前の協議が必要）
	

	⑷
	農振除外や農地転用
（地域農業への影響が大きい※４）
例) 大規模な農地以外の土地利活用
例) 大規模な農業施設の建設
	原則対面
※５
	随時
（変更前の協議及び事前の計画変更が必要）
	

	⑸
	農振除外や農地転用
（地域農業への影響が限定的）
例) 住宅開発が進んでいる地域の農地転用
例) 小規模な農業施設の建設
	省略可能
	随時
（変更前の協議及び事前の計画変更が必要）
	

	⑹
	農振除外や農地転用
（公共用施設の設置）
例) 公道の敷設
	省略
	随時（事後変更可）
	

	
	変更内容の概要（事例）
	開催方法
	開催時期等
	備考

	⑺
	農地転用のうち一時転用
	不要
	（地域計画の変更不要）
	農地への復元が前提

	⑻
	一時転用のうち営農型太陽光発電の実施を目的とするもの
	原則対面
	随時
（地域計画の変更は不要）
	

	⑼
	定期的な更新
例) 認定農業者等の認定状況の更新
例) 農地バンク利用者の借用農地の更新
例）軽微な変更　　※６
例）誤標記の訂正　※７
例）区域内の縁辺部にあり耕作が見込めない小規模農地の除外
	省略
	年に１，２回程度
※８
	


※１　農業委員会委員、農地利用最適化推進委員、農協、土地改良区等の関係機関等の意見等を踏まえながら、地区ごとの状況に応じて開催します。
※２　農業経営基盤強化基本構想（法第６条）の更新時期に実施することを想定しています。
※３　事業実施者が行う事業説明会や、地元のほ場整備推進委員会の会議などをもって地域の協議の場に代えることも可能です。
※４　「地域農業への影響が大きい」ものとして、次の通り例示します。
例）対象農地とその周辺のうちに関係する耕作者・所有者が多数（おおむね20人以上）
例）対象農地が大規模な場合（１件あたり５ha以上）
※５　農振除外や農地転用を実施するものが行う説明会や会合等をもって協議の場に代えることが可能
※６　「軽微な変更」とは地番変更、団体の法人化、相続等の実質的な変更を伴わない変更
※７　文章の誤字脱字、数値の誤りのほか、目標地図における農地の筆界、将来の耕作者の表示の誤り（目標地図を作成するためのシステム上の不備によるもの等）を含みます。
※８　上半期１回（６月～８月頃）、下半期１回（11月～２月頃）の変更を想定しています。
